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要約 

 我が国における公共投資政策を巡っては、これまでに経済的側面、政治的側面から賛否

両論さまざまな議論がなされ、研究が行われてきた。本稿では、経済学的な根拠に基づい

た最適な公共投資比率を地域別に導出し、その実現のための政策提言を行う。 

第 1章では、日本の公共投資政策の推移の概要を述べた上で、公共投資の機能面からの

再検証を行う。その際に、我が国の公共投資は近年減少傾向をたどってきたものの、経済

学的に望ましい水準であるという根拠が存在しないことを指摘する。また、かつての所得

再分配機能と経済安定化機能を重視した公共投資政策が期待される効果を生み出さなかっ

たことから、資源配分機能を重視した政策の必要性について言及する。 

 第 2章では、公共投資の実行過程について述べる。公共投資の事業は、国主体の国直轄

事業と地方自治体主体の補助事業、単独事業に分けられるが、その実施主体と費用負担と

の関係において、国と地方との間で複雑な財源負担の構造が存在することを指摘する。ま

た、各事業を所管する省庁による縦割り行政の存在といった問題点についても述べ、こう

した事業構造の下で公共投資事業がどのようなプロセスで策定から実行に至っているのか

を整理する。 

第3章で、第2章で述べたような実行過程によって行われた結果、第1章のような推移をた

どってきた公共投資政策による社会資本整備の影響を、フロー効果、ストック効果から考

察する。ここでは、社会資本のフロー効果である需要創出効果が近年低下傾向にあること、

またストック効果としての生産力効果および厚生効果はいずれも都市圏の方が地方圏より

も高いことを示す。このことから、我が国における公共投資政策を考察する上では地域別

の分析が欠かせないことが示唆される。したがって、我々は我が国において経済学的に望

ましい公共投資政策を地域別の分析によって導くこととする。 

 第 4章では、分析の前段階として本稿と関わりの深い先行研究について述べる。ここで

は、日本のような税体系において社会的厚生を最大化するという、セカンド・ベストの意

味での最適性に注目し、社会資本の最適性に関する先行研究について整理する。 

第 5章で、Gustavo A. Marrero(2008) による最も現実的かつ最新の一般均衡内生的経済

成長モデルに従って、日本において観測されるパラメータの値を用いたモデル分析を行

い、地域別の最適な定常公共投資比率を求める。その結果、大都市圏を含む 4つの地域で

現状よりも多くの公共投資を行い、残りの 7地域で現状よりも公共投資を少なくする必要

があることを示す。 

 第 6章では、第 5章で得られた分析結果を基に、最適な公共投資政策の実現に向けた政

策提言を行う。ここでは、公共投資の事業区分を変更した上で、国から公共投資の事業の

選定および決定を行い、かつそのための財源を担保された「広域組織」の創設を提唱す

る。広域組織に対して、国からの権限移譲や徴税権の付与といった最適な公共投資政策の

実現を行うための環境整備を行った上で、実際に最適な公共投資が実行されているかを

チェックする監査機関を設立するなどといった具体的な政策内容についても言及する。 

 

キーワード：公共投資、内生的経済成長モデル、広域組織 
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はじめに 

我が国において道路や港湾、下水道などの社会資本（インフラ）の整備は充実してお

り、我々が日常生活を営む上で必要不可欠なものとなっている。社会資本の整備のために

行われる公共投資は「税金の無駄遣い」と批判されることもあるものの、これまでに社会

資本が我が国の産業の発展や国民の生活水準の向上に対して寄与してきた効果は計り知る

ことができない。 

しかし、我が国の社会資本は高度経済成長期に集中的に整備されてきた背景があり、そ

れに伴い近年社会資本の老朽化が急速に進んでいる。そのため、社会資本の維持、更新が

求められている。 

一方で、我が国における財政状況が逼迫してきたことなどを踏まえて、我が国の公共投

資は 1990年代後半以降、減少傾向をたどってきた。しかしながら、果たして現在の公共投

資の水準は経済学的に適正なものであると言えるのだろうか。実際には、公共投資が経済

学的に望ましい水準であるかどうかの根拠はないのが実情である。さらに、我が国全体に

おける公共投資の水準だけでなく、その地域間配分についても経済的な非効率性があるこ

とがわかっている。 

 そこで、我々は我が国における経済学的に望ましい公共投資の水準を地域別の求めるこ

とに問題意識を設定した。分析にあたっては、「経済学的な望ましさ」を日本のような税

体系において社会的厚生を最大化するという、セカンド・ベストの意味での「最適性」と

して捉えた上で、一般均衡内生的経済成長モデルを用いて最適な定常公共投資政策を求め

ることとした。 

 モデル分析では、最適な公共投資政策に関する最新の研究であるMarrero(2008)のモデ

ルに従い、コブ＝ダグラス型のマクロ生産関数の推計や、家計と政府の制約条件から得ら

れるパラメータの値の推計を日本のデータを用いて行った。さらに、今後の我が国におけ

る人口減少を考慮してこのモデルを拡張し、日本の実情に合わせた最適な公共投資政策を

分析した。その結果、我が国における公共投資の全体量とその地域間配分、双方ともに経

済学的に非効率な政策が行われてきたことが明らかになった。 

 そこで、我々は分析によって得られる最適な公共投資比率を実現するための政策提言を

行う。具体的には、地方自治体主導の公共投資を目的とした「広域組織」の創設と、それ

に対して実効性を担保するための様々な政策である。 
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第1章  公共投資政策の概要 

第1節 公共投資の意義 
 公共投資2とは、道路や河川管理施設、下水道などの社会資本の整備を目的として、政府

によって行われる投資のことである。公共投資は、4 つの機能の一部または複数を考慮し

て実行されるが、その機能の 1 つに「資源配分機能」がある。多くの社会資本は「非競合

性」や「非排除性」を持つ公共財であるがゆえに、市場に任せて民間主体が適切に供給す

ることが期待できない。そうした資源配分上の非効率を解消するために、社会的に必要な

財・サービスを供給するという意味での公共投資の機能のことを「資源配分機能」とい

う。2 つ目に、限界生産性の低い地方圏において投資を行うことなどを通じて、地域間の

所得格差の是正に寄与する意味での「所得再分配機能」がある。3 つ目には、短期的な経

済の変動を安定化するために有効需要の創出や雇用の創出を行う意味での「経済安定化機

能」、そして 4 つ目に将来世代への便益を考慮し、長期的にみて効率的な国土利用を行う

意味での「将来世代への配慮」がある3。 

こうした公共投資の有効性を測る視点としては、「フロー効果」と「ストック効果」の

2つの効果がある。「フロー効果」とは公共投資の短期的な効果のことを指す。具体的に

は、公共投資により生産と消費の拡大が繰り返され、結果として国内総生産( GDP)が増加す

るという、フロー面での経済効果のことであり、我が国の公共投資においてはこれが重視

されてきた。一方、「ストック効果」は公共投資の長期的な効果のことを指す。これは、

公共投資を通じて蓄積された社会資本によって、民間資本と社会資本の生産性が高められ

る生産力効果や、国民の生活の質が向上する厚生効果など、ストック面での経済効果のこ

とである4。                                                                                                                                                                                                  

第2節 公共投資政策の推移 
 本節では、我が国における公共投資政策がどのような推移をたどってきたのかについて

みていく。 

我が国の公共投資は、国民経済計算において公的固定資本形成として表される。公的固

定資本形成とは、公的住宅の建設への投資(住宅投資)、公的企業が活動上使用する機械設

備や建物への投資(企業設備投資)、一般政府が行う公共工事や施設の建設等への投資(一般

政府投資)の合計である5。ここで、公的固定資本形成およびこれを構成する各 3 項目につ

いて、1955年から 2012 年までの推移を次の図表 1- 1 に示す。この図から、公共投資は戦

                                                      
2 本稿では「社会資本」を、道路および港湾、航空、鉄道・運輸機構等、地下鉄等、公共賃貸住宅、廃棄
物処理、水道、都市公園、学校施設、社会教育、治水、治山、海岸、農業、林業、漁業、郵便、固有
林、工業用水とする。 

3 内閣府(2001)「地域経済レポート 2001－公共投資依存からの脱却と雇用の創出－」 
4 公共投資のフロー効果、ストック効果については本稿第 3章において再度言及する。 
5 国土交通省(2007)「今月のトピックス ～公共工事関連統計の見方と最近の動向～」 
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後、高度経済成長期にかけて緩やかに増加し、安定成長期に入った後、1970 年代後半に急

増していることがわかる。これは、国際収支の黒字が拡大したことによって海外からの内

需拡大要請が強まり、積極的な財政運営が行われたためである6。 

 その後、財政状況が悪化する中で横ばい傾向が続くが、80年代後半から 90年代前半にか

けても積極的な財政運営が再び行われた結果として公共投資が急増し、バブル経済の崩壊

とともに増加傾向が一気に強まった。阪神・淡路大震災に伴う復興対策も行われた 95年に

は 44 兆円に達したが、この年を境目としてその後は低下傾向に転じ、現在では 80 年代前

半と同水準にまで減少している。 
 

図表 1‐1 日本の公共投資額の推移 

(出所)内閣府「国民経済計算確報」7より筆者作成 

 

では、主要各国との比較においてはどうであろうか。図表 1- 2 は、公共投資の対 GDP比

率の国際比較に関するグラフである。我が国では 90年代前半までは主要欧米諸国を大きく

上回る数値で推移してきたが、95 年以降減少傾向に転じてから、近年ではフランスとほぼ

同じ 3％台で推移している。ドイツやアメリカ、イギリス等と比較すると依然として高水

準であるものの、日本の公共投資がかつてのように経済規模対比で突出して大きいとまで

は言えない状況になっている。 

ところで、このように 90 年代後半から 2000年代にかけて公共投資が大きく減少した背

景にはどのようなものがあるのだろうか。そこには、国際比較における過剰な公共投資に

対する批判の存在も考えられるが、97 年に閣議決定された「財政構造改革の推進につい

て」8において、公共投資を減らす目的についての言及がなされている。つまり、「我が国

財政の危機的状況等を踏まえ、集中改革期間中に、公共投資の水準を、概ね景気対策のた

めの大幅な追加が行われていた以前の国民経済に見合った適正な水準にまで引き下げるこ

                                                      
6 内閣府(2013)「日本の社会資本 2012」、p. 19 
7 データに関しては、1955年から 79年までは「1998年度国民経済計算確報」( 1999)より「1990年基準・

68SNA」、80 年から 93 年までは「2009年度国民経済計算確報」(2010)より「2000年基準・93SNA」、
94年から 2011年まで「2012年度国民経済計算確報」( 2013)より「2005年基準・93SNA」のものを用い
た。 

8 政府・与党財政構造改革会議「財政構造改革の推進方策」に沿って 1997 年に閣議決定された。財政赤
字の縮減のため、財政構造改革の一環として政府一般会計の歳出削減や特別会計の見直し、特殊法人改
革などが行われた。 
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とを目指す必要がある」というものである。そのために、公共投資基本計画の計画期間を

3 年間延長することにより、600兆円ベースにおいて 10年間のうちに約 470兆円に投資規

模を縮減することが目指され、同時に情勢変化等に対応して内容を見直すとされた。ま

た、「費用対効果分析の活用による効率的な整備の推進とチェック機能の強化」に留意す

ることも述べられている。 

図表 1- 2 一般政府ベース Ig/GDP比の国際比較 

(出所)内閣府( 2013)「日本の社会資本 2012」より引用 

 

しかしながら、90 年代後半以降に公共投資が減らされてきた根拠とされる「国民経済に

見合った適正な水準」の基準が明確には示されていない。実際に行われているのは費用対

効果分析の活用による効率的な整備の推進であるが、これは個々の公共投資プロジェクト

の費用と効果の分析を行っているものであり、日本全体としてどれだけの公共投資が望ま

しいかについてという観点のものではない。主要欧米諸国と比べて突出して高かった公共

投資の対 GDP比率をそれらの国と同水準に下げることが、日本経済に見合った適正な水準

であるかどうかについての評価はなされておらず、その水準についての経済学的な根拠は

一切ないのが実情である。 

そこで、本稿では我が国において経済学的に望ましい公共投資の水準がいかなるもので

あるかを求めたい。 

第3節 資源配分機能を重視する必要性 
本節では、前節で述べた我が国における公共投資政策の推移について、第 1 節で示した

公共投資の機能面から再度検証していく。 
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前節でも指摘したように、我が国においては 80 年代後半から 90 年代前半にかけて公共

投資が急増したが、これには「所得再分配機能」と「経済安定化機能」が重視されてきた

背景がある。以下では、それぞれの機能についてみていく。 

まず、「所得再分配機能」について述べる。図表 1- 3 には、地域ごとの日本全国の公共

投資に占める構成比の推移が示されている。90 年代において、大都市圏を含む関東地方、

東海地方ではそれぞれ構成比が低下かほぼ一定の傾向にあり、近畿地方についても一旦上

昇したものの 90年代後半に再び低下している。一方で、北海道と東北地方、北陸・甲信越

地方、中国・四国地方、九州地方においては上昇傾向にあったことがわかる。ここから、

バブル崩壊により不景気になった際に、地方に公共投資が重点的に行われてきたことがわ

かる9。 

図表 1- 3 各地域の公共投資の構成比 

 
(出所)土居丈朗( 2002)『地域から見た日本経済と財政政策』 

 

次に、「経済安定化機能」について述べる。バブル崩壊による景気の悪化を受けて、

1992年の「総合経済対策」( 10兆円規模)から 2000年の「日本新生対策」( 11兆円規模)に

至るまで、政府によって合計で約 130 兆円にも上る経済対策がとられた。このうち、公共

投資の拡大など社会資本整備に関わる政策が約 80 兆円を占めていた。このことから、90

年代において、政府による景気対策としての公共投資への期待が非常に大きく、莫大な資

金を投じて公共投資が行われたことが伺える10。 

しかしながら、上述のように 90年代に 2つの機能を重視して公共投資が多く投下された

のにもかかわらず、第 3 章でも言及する通り「フロー効果」及び「ストック効果」が十分

に現れず、公共投資の適切な地域間配分および景気の安定化がなされてこなかった。こう

した背景から、前節で引用した「財政構造改革の推進について」において、公共投資の水

準を「景気対策のための大幅な追加が行われていた以前の」水準にまで引き下げることが

目指されたのである。このように、2 つの機能の効果が十分に発揮されなかった以上、公

                                                      
9 土居丈朗(2002)『地域から見た日本経済と財政政策』、p.21～22 
10 山田明(2003)『公共事業と財政：戦後日本の検証』 
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共投資は本来の役割である「資源配分機能」に重点を置いて評価を行うべきであると言え

よう。 

以上より、本稿では我が国において資源配分の観点から経済学的に望ましい公共投資の

対 GDP比率の水準が実現されることに目的意識を定め、現状の公共投資比率が適正な水準

であるかを検証していく。 
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第2章  公共投資の実行過程 

 前章では、日本の公共投資政策の推移を公共投資の機能面からみていくことで、公共投

資政策の現状を概観した。本章では、実際に公共投資が計画され、実行されるまでの流れ

を、公共投資事業の構造と予算の決定プロセスを通してみていく。 

第1節 公共投資事業の構造 
第 1項 公共投資の実施主体 

公共投資による社会資本の整備と維持は、国、都道府県、市町村の 3 者を主体として行

われており、決められた制度に従って国と各地方自治体の双方で費用を分担している。 

図表 2- 1 には 2011年度における事業主体別および費用負担別の行政投資額11とその割合

が示されている。これより、事業主体別では地方自治体が約 17 兆 2, 687 億円と全体の

80.4％を占めている一方で、費用負担別では国が全体の 34.5％、地方自治体が 65％という

形で国がより多くの割合を負担する形となっていることがわかる。 

 

図表 2- 1 行政投資額 (行政投資額の単位は百万円)  

 
(出所)総務省( 2014)「平成 23年度行政投資実績」より筆者作成 

 

第 2項 公共投資に関する国と地方の財源関係 

公共投資事業は、実施主体と費用負担との関係から、国直轄事業、補助事業、単独事業

の 3 種類に分けることができる。まず、国直轄事業とは国が事業主体となって行われる公

共投資事業であり、その費用は国だけではなく地方自治体も直轄事業負担金として負担す

ることが義務付けられている。これに対して、補助事業と単独事業はどちらも地方自治体

を事業主体として行われる公共投資事業である。このうち、補助事業は国からの補助金を

得て行う公共投資事業であるのに対し、単独事業は地方自治体が独自の財源によって全額

をまかなう公共投資事業である。このような国と地方の公共投資にまつわる財源の関係を

図表 2- 2に示した。 

これらを基にして、公共投資を実施主体別および費用負担別に整理したのが図表 2- 3 で

ある。この図表において、事業主体が国で費用を国と地方自治体で分担している①＋②＋

③が国直轄事業、事業主体と費用負担者がどちらも地方自治体である⑤＋⑥＋⑧＋⑨が単

独事業、そして費用負担者に国を加えた④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨が補助事業に該当する。 

                                                      
11 行政投資とは、公共投資から政府企業 (公団、公営企業など) の投資を除外したものである。 

国 4,196,917(19.6%) 7,407,623(34.5%)

都道府県 7,397,845(34.5%) 6.069,532(28.3%)

市町村 9,870,926(46.0%) 7,988,532(37.2%)

合計 21,465,687(100.0%) 21,465,687(100.0%)

事業主体別 費用負担別
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図表 2- 2 公共事業をめぐる国と地方の財政関係 

 
(出所)三原岳(2011)「直轄事業負担金の制度史と見直し議論の展開」より筆者作成 

 

 

図表 2- 3 公共事業の主体と費用負担の関係 

 
(出所)佐野薫(2007)「公共事業の予算配分に対する地方分権の効果」より筆者作成 

 

このように、公共投資事業においてそれぞれの主体と費用負担が一致するものが少な

く、複雑な構造になっていることがわかる。以下では、この中でも特に実施主体が地方自

治体である公共投資事業を取り上げる。 

まず、補助事業は国からの補助金を受けて行う事業であるため、図表 2- 4 からわかるよ

うに、国が使途を特定して地方に交付する資金である国庫支出金が費用の約 46％を占めて

いる。これに対して、単独事業は前述の通り地方自治体独自の財源によって行われるた

め、図表 2- 5 のように単独事業の財源には国からの補助金等は含まれてない。しかしなが

ら、補助事業の地方自治体の負担金と単独事業の地方自治体の独自財源の双方において計

上されている「一般財源」は、「本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不

均衡を調整し、すべての地方団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保証する見地か

ら、国税として国が代わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配分する」12資金の

ことであり、実質的には国の財源である。その内訳は図表 2- 6に示した通りである。 

したがって、実施主体が地方自治体である公共投資事業の財源は、補助事業と単独事業

のいずれも、国と地方自治体の双方からの財源が複雑に交じり合った状態になっていると

言える。これについて、補助事業と単独事業のそれぞれにおいて実質的に国が負担する財

源と地方自治体が負担する財源を整理して表したのが図表 2- 7 である。このように、公共

投資事業に関する国と地方の財源関係は非常に複雑な構造を呈していることがわかる。 
  

                                                      
12 総務省「地方交付税制度の概要」、http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c - zaisei/kouhu.html 、

2014/11/4閲覧 
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図表 2－4 平成 24年度「補助事業費」財源内訳 

 
(出所)総務省(2014)「平成 26年度地方財政白書」より筆者作成 

 

図表 2－5 平成 24年度「単独事業費」財源内訳 

 
(出所)総務省(2014)「平成 26年度地方財政白書」より筆者作成 

 

図表 2－6 平成 24年度「地方自治体一般財源」内訳 

 
(出所)総務省(2014)「平成 26年度地方財政白書」より筆者作成 

 

図表 2－7 補助事業・単独事業における国と地方自治体の財源負担 

 
(出所)筆者作成            

区分
国庫支出金 2,828,319 46.1
分担金、負担金、寄附金 28,153 0.5
財産収入 1,815 0.0
地方債 2,143,152 34.9
その他特定財源 645,238 10.5
一般財源等 492,454 8.0
合計 6,139,131 100.0

H24年度（単位 百万円・％）

区分
分担金、負担金、寄附金 31,208 0.6
財産収入 20,485 0.4
地方債 2,316,893 43.0
その他特定財源 723,866 13.3
一般財源等 2,300,861 42.7
合計 5,393,313 100.0

H24年度（単位 百万円・％）

区分
地方税 34,460,760 62.5
地方譲与税 2,271,480 4.1
地方特例交付金 127,467 0.2
地方交付税 18,289,826 33.2
一般財源 (合計) 55,149,533 100

H24年度（単位 百万円・％）
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第 3項 公共投資事業の縦割り行政 

前項までは、公共投資を行う主体とその費用負担という観点から公共投資事業の構造に

ついて述べたが、本項では公共投資事業を所管する省庁について説明する。 

公共投資事業の所管は、国土交通省、農林水産省、経済産業省、厚生労働省、環境省、

文部科学省という形で、複数の省庁にまたがっている。各省庁の所管する事業の内訳は図

表 2- 8 の通りである。ここからわかるように、公共投資事業の実施主体と費用負担者だけ

でなく、各事業の所管省庁が縦割り行政となっており、ここでもまた複雑な構造になって

いることがわかる。 

 

図表 2- 8 公共事業費の事業区分と所管府省 

(出所)大成出版社(2006)『公共事業と予算』より筆者作成 

第2節 公共投資事業の決定プロセス 
前節では、公共投資事業の主体と費用、また各事業を所管する省庁に焦点を当て、公共

投資事業の構造について述べた。公共投資は、その主体別に事業の採択と実行がなされて

いる。本節では、それらの事業決定と予算編成プロセスについてみていく。なお、前節に

おいて公共投資事業の所管が複数省庁にまたがっていることを説明したが、以下では国土

交通省を例にとって説明する。 

 

第 1項 国主体事業の決定と予算編成のプロセス 

国が事業主体である国直轄事業の決定プロセスは、図表 2- 9 の通りである。まず、地方

自治体からの要望が国の出先機関である地方整備局13でのヒアリングを経るルートなど 3

                                                      
13 国土交通省の地方支分部局のひとつで、同省の所管する社会資本の整備および維持管理のほか、宅地建
物取引業の許認可に関する業務などを行っている。東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州
に合わせて 8 つの地方整備局があり、北海道については同省北海道開発局、沖縄県については内閣府沖
縄総合事務局開発建設部が同様の役割を担っている。 

所管府省

治水 国土交通省

治山 農林水産省

海岸 農林水産省、国土交通省

道路整備 国土交通省

港湾整備 国土交通省

空港整備 国土交通省

都市・幹線鉄道整備 国土交通省

新幹線鉄道整備 国土交通省

航路標識整備 国土交通省

住宅対策 国土交通省

都市環境整備 国土交通省

下水道 国土交通省

水道施設整備 厚生労働省

廃棄物処理施設整備 環境省

工業用水道 経済産業省

都市公園 国土交通省

自然公園等 環境省

情報通信格差是正 総務省

森林整備 農林水産省

水産基盤整備 農林水産省

調整費等 国土交通省

災害復旧等 関係府省

事項

＜治山・治水対策＞

＜港湾空港鉄道等整備＞

＜住宅都市環境整備＞

＜下水道廃棄物処理等＞

＜森林水産基盤整備＞
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つのルートによって、事業に関する情報や要望の決議書が国土交通省の担当課に送られ

る。次に、国土交通省ではこれらの情報を整理した後、社会資本整備重点計画に基づいた

採択を行った上で、関係局課の打合せ、局長主催の局議、大臣官房会計課による調整、協

議を経て次年度概算要求を財務省に提出する。その後、財務省の原案等との折衝を経て予

算が閣議決定され、各省から予算を内部組織に配分し、地方整備局、工事事務所がこれに

従って、公共投資事業の個別の予算配分を含んだ実施計画を策定するという流れになって

いる。 

 

図表 2- 9 公共事業費の決定プロセス(国直轄事業)   

 
 

 (出所)関西広域連合( 2012)「関西広域連合における 国出先機関対策について」 

                             より筆者作成 

 

第 2項 地方自治体主体事業の決定と予算編成のプロセス 

地方自治体が主体になって行われる公共投資事業のうち、まず単独事業の決定プロセス

について述べる。まず、自治体の首長が予算編成方針を作り、これを受けて事務担当の各

部課が予算要求をする。各部課の予算要求書を基に査定と内示が行われ、事務担当課と査

定側との折衝を経て議会に提出された予算案は、議決をもって予算が決定される。このよ

うに単独事業は事業主体、費用負担者がともに地方自治体であるため地方自治体内のみで

予算編成が行われる。 

一方で、地方自治体主体事業のうち補助事業の決定プロセスは、図表 2- 10 の通りであ

る。補助事業は国が補助金によって一部費用を負担しているため、国直轄事業と同様のプ

ロセスを経て、すなわち地方自治体からの要望が地方整備局でヒアリングされ、国土交通

省・財務省へと提出される形で補助金の採択の有無が決定される。地方自治体の財務担当

局はこのような事業への補助金の有無、自治体の政策に応じて予算編成を行っている。 

 

図表 2- 10 公共事業費の決定プロセス(地方単独事業)  
 

 
 

 (出所)関西広域連合(2012)「関西広域連合における 国出先機関対策について」 

                             より筆者作成 

 

第 3項 国直轄事業の抱える問題点 

本項では、国直轄事業の抱える問題点について述べる。国直轄事業は、国が事業主体で

あるものの、その公共投資によって利益を享受する地方自治体がその一部費用を負担する

ことが、直轄事業負担金制度により義務付けられている。具体的には、大規模であり、か

つ複数の都道府県をまたぐために各都道府県単位では実施することが難しい河川改修や道

路整備がこれに該当する。つまり、地方自治体には任せられない事業を国が一括で実施し

て、一定額を直轄事業負担金として地方自治体から徴収しているのである。 
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国直轄事業の費用負担の割合は図表 2- 11 のように定められている。その結果、図表 2-

12に示した通り、国直轄事業負担金は地方自治体の普通建設事業費のうち 10％近くをも占

めている。それにもかかわらず、第 1 項で述べた予算編成プロセスからもわかるように、

地方自治体は国直轄事業の決定に直接的には関わることができないため、地方自治体の意

向にそぐわない直轄事業費用の負担を地方自治体は強いられているのである。このため

1959年以降、47都道府県の知事で組織される全国知事会などからは廃止の要請がなされて

おり、そうした批判に応える形で 2010年度(平成 22 年度)以降は、維持管理費に関する負

担金が廃止された。しかしながら、直轄事業が地方財政の公共投資事業の予算を硬直的に

している点については依然として変わっていないのが現状である。 

 

図表 2- 11 国直轄事業の費用負担割合とその推移

 
(出所)国土交通省「国の直轄事業に係る都道府県等の維持管理負担金の廃止等 

          のための関係法律の整備に関する法律案」より筆者作成 

 

図表 2- 12 普通建設費に対する直轄事業負担金の比率 

 
(出所)総務省「平成 26年度地方財政白書」より筆者作成 

 

第 4項 補助事業の抱える問題 

本項では、補助事業の抱える問題点について述べる。国からの補助金および交付金とし

ての国庫支出金は、各省庁管轄下の個別の公共投資事業に応じて縦割りで交付されてき

た。こうした縦割りによる補助金の使途の縛りを緩和するために、各府省庁はこれまでに

個別事業補助金や各種交付金の統廃合を行ってきた。 

個別事業補助金の一括交付金化を図った代表例として、国土交通省により 2010 年度(平

成 22 年度)に制定された「社会資本整備総合交付金」が挙げられる。この交付金は、国土

交通省が所管する地方自治体向けの個別補助金を原則として 1 つの交付金にするもので、

平成21年度平成22年度平成23年度

国：2/3 国：2/3 国：2/3

地方：1/3 地方：1/3 地方：1/3

国：5.5/10国：10/10国：10/10

地方：4.5/10地方：0/10地方：0/10

国：5.5/10国：5.5/10国：10/10

地方：4.5/10地方：4.5/10地方：0/10

新築・改良

維持管理

特定の事業
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地方自治体にとって従来に比べて財源使途の自由度が高く、各地方自治体の創意工夫が生

かされることが期待された。 

また翌年度には民主党政権下において、この交付金の一部が「地域自主戦略交付金」と

なった。これは、内閣府に一括して予算が計上されるもので、各府省の所管にとらわれる

ことなく、地方自治体が自主的に選択した事業に対して交付金が交付されるものであっ

た。しかし、再び自民党政権に代わった翌年度以降は、この地域自主戦略交付金は廃止さ

れた。この社会資本整備総合交付金の変遷は、図表 2- 13の通りである。 

 

図表 2- 13 交付金制度の変遷 

 
(出所)国土交通省「交付金制度の変遷」より引用 

 

このように、公共投資事業に関わる補助金および交付金の縦割り行政は一部の省庁では

改善の動きがあるものの、依然として全面的に解決するには至っていない。そもそも、こ

こで説明したのは国土交通省の所管する公共投資事業に関わる財源のみの話であり、省庁

を超えた縦割り行政の解消に向けては、依然として積極的な取り組みがなされていないの

が現状である。 

図表 2- 14 には、2014 年度における各府省庁の地方自治体向けの補助金・交付金に対応

する事業区分表を示した。これより、公共投資事業に関する補助金および交付金は複数の

省庁ごとに縦割り的に交付されており、各省庁内でも事業費が個別に分かれているものが

数多く存在していることがわかる。 

さらに、補助事業はその費用の一部が省庁からの補助金および交付金によって賄われて

いる公共投資事業であるが、その補助金分の財源を地方自治体が自由に使えるわけではな

い。例えば前述した国土交通省の社会資本整備総合交付金に関する補助事業についてみて

も、実際にその補助事業の選定を行っているのは国の出先機関である地方整備局である。

このことから、補助金の分配対象となる公共投資事業の選定には国の意向が強くはたらい

ており、事業主体であるはずの地方自治体が真の意味で自身の意向に沿った公共投資を行

えていないのが現状である。 
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図表 2- 14 府省庁別 地方自治体向け補助金・交付金の例 

(出所)埼玉県「地方向け補助金等(投資関係)に対応する地方債計画事業区分早見表」 

                                より筆者作成 

 

府省庁 補助金名

内閣府 　地域再生基盤強化交付金

　医療施設等施設整備費補助金

　保険衛生施設等施設整備費補助金

　次世代育成支援対策施設整備交付金　等

　森林環境保全整備事業費補助

　諸土地改良事業費補助

　農村漁村地域整備交付金

　美しい森林づくり基盤整備交付金

　農業・食品産業強化対策整備交付金　等

経済産業省 　工業用水道事業費補助

　治水ダム建設事業補助

　都市再生推進事業補助

　社会資本整備総合交付金

　防災・安全社会資本整備交付金　等

　自然環境整備交付金

　循環型社会形成推進交付金

　環境保全施設整備費補助金　等

厚生労働省

農林水産省

国土交通省

環境省
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第3章  公共投資の効果 

 前章では、第 1 章で示した変遷をたどってきた日本の公共投資政策が、事業体ベースで

どのようなプロセスを経て計画・実行されているのかについて述べた。本章では、そのよ

うにして行われてきた公共投資が実際にどのような効果をもたらしてきたのかについて説

明する。 

第1節 フロー効果について 
公共投資のもたらす経済効果については、第 1 章において触れたように大きく分けて

「フロー効果」と「ストック効果」の 2 つがある。本節では、このうちフロー効果の観点

から、これまでの公共投資政策が日本経済にどのような影響を及ぼしてきたかについて述

べる。 

公共投資のフロー効果とは、政府による総需要創出の経済効果、すなわち需要創出効果

である。我が国においては、1991 年から 95 年にかけてのバブル崩壊後の期間に代表され

るように、景気対策として積極的に公共投資政策が採用された。一般に、マクロ経済学に

おいて需要創出効果を表す概念に「乗数効果」があり、これは政府の財政支出によって最

終的にその何倍かの所得増加を実現する効果のことを指す。この乗数効果により、景気対

策としての公共投資の結果として最終的に所得が増加する倍率(所得の増加分／公共投資の

増加分)を示すものが「政府支出乗数」である。政府支出乗数が 2の場合は、追加的に公共

投資を１兆円増加することによって、GDPを 2 兆円増加させることができるということに

なる。近年では、多くの実証分析によって、この政府支出乗数の値が低下してきたことが

指摘されている14。 

赤木( 2009)は 1955 年から 96 年までの需要創出効果を、実質国内総支出( GDE) 15 の対前

年増加寄与度を指標に用いて計測した。推計結果は図表 3- 1 の通りであり、1974年の石油

危機以前においては社会資本整備が比較的高い割合で需要創出に貢献していたことが示さ

れている。こうした背景として、当時は高度経済成長期における税収の増加に伴い、社会

資本整備が需要創出に影響を及ぼしたことが考えられている。しかし、石油危機以降はそ

の直後とバブル経済崩壊直後を除いて寄与度は低下した。原因としては、経済環境の悪化

や社会資本が一定水準まで整備されたこと、経済の国際化の進展に伴うマンデル・フレミ

ング効果16により石油危機以前ほどの需要創出効果が発揮されなかったことが挙げられ

る。 

  

                                                      
14 猿山( 2010)、貞廣( 2005)など。 
15 国内総支出( GDE) =民間最終支出( C) +国内総固定資本形成( I ) +在庫品増加( I ) +政府最終消費支出( G)  

+輸出( EX)－輸入( IM)  
16 マンデル・フレミング効果とは、変動為替制度の下で財政支出を行うと、金利が上昇し、為替レートが
上がって輸出が減少し、財政拡大効果と輸出減少効果が打ち消し合って GDPが増加しないというもので
ある。 
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図表 3- 1 実質 GDP対前年比増加寄与度17 

 
(出所)赤木博文(2012)『生活基盤型社会資本の経済分析』より引用 

 

また、図表 3- 2 には、代表的なマクロモデルである内閣府・経済社会総合研究所( ESRI)

の短期日本経済マクロ計量モデルによる近年の乗数効果18を示した。この図から、過去 20 

年間で乗数は低下傾向にあり、政府支出乗数の値は１と同程度もしくはやや上回る程度に

とどまっていることがわかる。したがって、日本における公共投資のフロー効果は決して

大きなものではないと言える。 

 

図表 3- 2 ESRI短期モデルの政府支出乗数推移19 

 
(出所)猿山純夫「マクロモデルからみた財政政策の効果」より筆者作成 

第2節 ストック効果について 
前節においては、公共投資による社会資本整備の効果をフロー効果の面から述べた。本

節では社会資本のストック効果を生産力効果と厚生効果に区分し、それぞれの効果を整理

する。生産力効果とは、社会資本が経済活動における生産性を向上させ、経済成長をもた

                                                      
17 ここで用いられているデータは、内閣府・旧経済企画庁「長期遡及主要系列 国民経済計算年報」によ
るものである。 

18 ここでは、公共投資を継続的に追加したときの 1年目の効果が示されている。 
19 図中における「実質」は、実質公共投資の増分と実質 GDP(または GNP)の増分の比から求めた乗数、
「名目」は同様に名目公共投資の増分対名目 GDPの増分の比から求めた乗数であることを示す。また、
ここで用いられているデータは、内閣府・経済社会総合研究所「内閣府の計量モデルにみる政府支出乗
数の経年変化」および同モデルの 2008年版資料によるものである。 

1987 1991 1995 1998 2001 2003 2004 2005 2006 2008

実質 1.16 1.33 1.24 1.21 1.12 1.14 1.13 1.12 1.02 1.00

名目 1.35 1.39 1.32 1.31 1.50 1.30 1.24 1.23 1.19 1.18

公表時期(年度)
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らす( GDP成長率を上昇させる)効果のことを指す。厚生効果とは、社会資本が国民の生活

環境を改善し、経済厚生(限界便益)を高める効果のことを指す。 

 

第１項 社会資本の生産力効果 

中東( 2003)は、1970年代後半以降を対象として、コブ＝ダグラス型のマクロ生産関数を

用いた推計によって社会資本全体の生産力効果および地域間格差の有無について検証して

いる。その結果、社会資本全体の生産力効果は大都市を含む関東や東海、近畿などの地域

で大きく、それ以外の地域では相対的に小さいことがわかった。また、社会資本を農林水

産分野、産業基盤分野、国土保全分野、生活関連分野、その他の分野の5種類に区分し、各

分野の生産力効果の地域間格差を推計した結果、すべての分野で大都市圏を含む南関東、

東海、近畿などの地域でその効果が高く、地方圏で低くなっていることを示した。 

つまり、社会資本による生産力効果は地方圏よりも大都市圏を含む地域の方が高く、そ

うした地域に多く公共投資を配分することで効率性を高めることができたと言える。 

 

第 2項 社会資本の厚生効果 

三井( 2009)は、生活基盤型社会資本と第2次産業型社会資本を考慮した地価関数と税収関

数の推定結果を用いて、都道府県ごとに社会資本の限界便益を求め比較し、1990年代の公

共投資政策を効率性の観点から評価を行った。三井は、社会資本を生活基盤型、第2次産業

基盤型、防災基盤型、第1次産業基盤型の4分野に分類し、内閣府( 2002)『日本の社会資

本』のデータを用いて、それぞれの分野の項目を図表3- 3のように定義している。 

 

図表 3- 3 社会資本の分野の内訳  

 
(出所)三井清(2009)「1990年代公共投資政策の評価」より筆者作成 

 

1990年代の公共投資政策の特徴としては、1点目に生活基盤型社会資本整備よりも生産基

盤型社会資本整備を優先したこと、2点目に都市圏よりも地方圏の整備を優先する政策が採

用されたことが挙げられる。 

これに対して三井は、生活基盤型社会資本の整備を優先することで効率性を高めること

ができたと推定している。特に、地方圏よりも都市圏における生活基盤型社会資本の限界

便益が大きく、また第2次産業型社会資本の限界便益の推定においても東京における限界便

益が大きくなっていたことが示された。すなわち、社会資本による厚生効果についても地

方圏よりも都市圏の方が高く、そうした地域に多く公共投資を配分することで効率性を高

められる余地があったと言える。 

以上のように社会資本ストック効果は生産力効果と厚生効果、双方の面からみて、公共

投資を地方圏より都市圏を中心に行った方が効率的であるという結論が得られている。そ

こで、本稿においても我が国における経済学的に望ましい公共投資の対GDP比率を求めるに

あたって、地域別の分析を行うことで、地域別の望ましい公共投資比率を求めることとす

る。 

「公共賃貸住宅」「下水道」「水道」

「廃棄物処理」「都市公園」「文教」

第2次産業基盤型社会資本 「道路」「港湾」「航空」「工業用水」

防災基盤型社会資本 「治水」「海岸」「治山」

第1次産業基盤型社会資本 「農業」「漁業」

生活基盤型社会資本
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第4章  先行研究 

第1節 最適性とは 
 前章までの問題意識から、我々は経済学的に望ましい公共投資比率を地域別に求める。

では、公共投資における経済学的な望ましさとは何であろうか。 

第 1 章で述べた通り、公共投資において最も重視すべき機能として「資源配分機能」が

ある。そして、資源配分の効率性を追求したときに行き着く先が「パレート最適」であ

る。これは厚生経済学における古典的な概念であり、現存の分配状態を所与としたときの

最適資源配分を示す概念である。 

こうした最適資源配分には、ファースト・ベスト(最善)の意味とセカンド・ベスト(次

善)の意味がある。ファースト・ベストでは、政府の利用可能な税体系に制約のおかれてい

ない状況で社会的厚生を最大化することになる。この状況下では、資源配分の効率性の観

点から一括固定税が最も望ましい税体系とされる。しかし、現実社会において一括固定税

の採用は難しく、日本においても所得税や消費税などが採用されている。このように、特

定の租税体系と一定の税収を前提として社会的厚生を最大化するのがセカンド・ベストで

ある。この概念は Ramsey( 1927)により提唱されたものであり、一般的に最適資源配分とは

このセカンド・ベストの意味での最適性を指す。したがって、我々はセカンド・ベストの

意味での最適な公共投資比率を求める。 

第2節 最適な公共投資政策に関する先行研究 
社会的厚生を最大化するような公共投資の最適規模に関する研究は、Arrow and Kurz 

( 1970)に始まり、以後も研究が重ねられたが、これらは戦後の経済学において主流であっ

た新古典派経済成長理論に基づくものである。新古典派経済成長モデルでは、消費や資本

などの一人当たり変数が一定である市場均衡(定常成長経路)において、公共政策が一人当

たり変数の水準に及ぼす影響やその影響を通じて社会的厚生に及ぼす効果によって、その

公共投資が評価される。また、定常成長経路では、経済成長率や人口成長率は外生的なパ

ラメータにより示される。したがって、公共投資をはじめとする公共政策の評価は、外生

的に与えられる経済成長率ではなく、一人当たり変数の変化の大きさや一人当たり変数の

変化を通じた社会的厚生により行われるものであった。 

 これに対して、経済学の理論分野において 1980年代後半から内生的経済成長理論が勃興

し、公共投資に関する研究も次第に内生的経済成長モデルを用いたものに取って代わられ

た。このモデルでは、定常成長経路における経済成長率が、外生的なパラメータではな

く、政策変数を含む変数とパラメータによって示される。「経済が一定率で成長する経路

にあるとき」が定常成長経路と定義され、一人当たり変数が一定ではなく一定率で成長す

る。したがって、一定率で成長する経済において、公共政策が一人当たり変数に及ぼす効

果を通じての社会的厚生に及ぼす効果によって、公共政策が評価されることになる。 
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 Barro ( 1990)は社会資本のフローを民間部門の生産の投入として扱い、内生的経済成長

モデルを用いた先駆的な研究を行った。その結果、一国の GDPに対する最適な公共投資比

率が、生産関数における社会資本の弾力性—に等しいという結論が導かれている。その

後、Futagami, Morita, and Shibat a( 1993)、Glomm and Ravikumar( 1994)らが社会資本を

ストックとして捉えるなど、理論の修正を行う研究が重ねられた。しかし、これらの研究

は民間資本と社会資本が 1 期で完全に減耗することを仮定し、移行動学性に欠いており
20、さらに解析解を得るために対数型の効用関数を仮定している。その結果、これらの研

究では先進国経済を念頭に置いた最適な公共投資比率は 10％弱から 20％弱といった範囲で

示されたが、実際の比率は概ね 3～4％であることから、理論と現実の過度な乖離が示唆さ

れた。 

こうした現実とモデルとの乖離を正し、より一般的な枠組みを用いて最適な公共投資比

率を再検証したのが Gustavo A. Marrero ( 2008)である。Marrero は、社会資本と民間資本

の減耗率をより現実に即して計算し、各期の生産に占める政府最終消費支出の割合を考慮

し、対数型の効用関数の一般化を行う等して、より現実に近い理論モデルを構築した。そ

の結果、最適な公共投資比率は 4～5％以内となることが明らかにされ、理論と現実の過度

な乖離が解消された。 

第3節 本稿の貢献 
 前節では、セカンド・ベストの意味で社会的厚生を最大化する公共投資の最適規模に関

する研究において、Marrero( 2008)が最も現実的かつ最新のモデルであることを指摘した。 

一方で、日本においてはこうした経済成長モデルを用いた最適性に関する分析に乏し

く、前章で紹介した中東( 2003)や三井( 2009)のように、社会資本の限界生産性や限界便益

など公共投資のうち限定された効果を言及するにとどまっている。そこで、我々は

Marrero( 2008)に従い、日本において観測されるパラメータの値を用いることで、日本の最

適な公共投資比率を求めることとした。また、前章第 2 節でも述べた通り、日本の公共投

資の経済学的な分析をする上では地域別の分析が欠かせないため、地域別の分析を行う。

これは分析対象として一国単体が想定されてきた従来の最適性に関する分析とは、一線を

画すものである。さらに、Marrero( 2008)において人口成長率はゼロが仮定されているが、

今後我が国で予測されている人口減少は日本における公共投資を考えるにあたっての重要

な視点を示す大きな社会問題である。したがって、この人口減少という特殊事情を考慮し

て、モデルの拡張を行うこととする。 

また、従来の最適性に関する研究と日本の生産力効果等に関する研究の双方において、

公共投資の経済学的な分析が行われ、その結果として最適な公共投資比率や望ましい地域

間配分が導かれている一方で、実際の公共投資をそれらに近づけるための具体的な施策に

ついての言及がなされていない。そこで、我々は地域別の最適な公共投資比率を求めるだ

けに留まらず、分析により得られた最適比率を実現するためにどのような政策を行うべき

かについて検討していく。 

                                                      
20 Futagami et al. ( 1993)は、最適政策を設計する上で移行動学性を考慮することの重要性を指摘してい
る。 
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第5章  モデル分析 

第1節 分析の概要 
 本章では、前章第 2 節で紹介した Marrero( 2008)に従い、一般均衡内生的経済成長モデ

ルを用いて日本の最適な定常公共投資比率を算出する。分析にあたっては、中東( 2003)で

分析対象とされている地域区分21を基に、11地域別の分析を行う22。これらの地域区分の内

訳は図表 5- 1の通りである。 

 

図表 5- 1 本モデル分析における地域区分 

 
(出所)筆者作成 

 

以下では、第 2 節で生産関数を用いて資本ストックが生産に与える効果についての実証

分析を行い、第 3 節で資本の減価償却率など、家計と政府の制約条件に関するパラメータ

の値を推計する。第 4節では財政バランスのとれた均衡成長経路( Balanced Growth Path : 

BGP)における成長率を推定し、第 5 節でこれらの値を基にして最適な定常公共投資比率を

導出する23。 

  

                                                      
21 中東( 2003)では沖縄県を分析対象としていなかったが、本稿では南九州に含むこととした。 
22 一国全体ではなく地域別に分析を行う意義は第 3章でも示した通りであるが、都道府県別の分析ではな
く 10 程度の地域区分を採用したのは、公共投資の経済分析をする上で各都道府県間のスピルオーバー
効果を無視できないからである。 

23 本章で導出するのは定常状態における最適公共投資比率であるが、このモデルでは資本の減価償却率を
考慮に入れていることから災害対策等の公共投資も含むものとする。 
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第2節 生産関数の推計 
第 1項 生産関数モデルの設定 

 本稿では、民間資本と社会資本、労働を生産要素とする一般的なコブ＝ダグラス型のマ

クロ生産関数を以下のように仮定する。 

 

ώ ὃὯὰὫ  
‌ ȟ‰ȟ—ᶰ πȟρ ȟὃ π 

 

ここで、ώは GDP、ὃは技術の規模の要素、Ὧは民間資本、ὰは労働投入量、Ὣは社会資

本、‌ 、‰ 、—はそれぞれὯ 、ὰ、 Ὣの産出に関する弾力性である。 

コブ＝ダグラス型生産関数は非線形生産関数なので、対数線形関数に変換することがで

き、 

 
ÌÎώ ὃ ‌ÌÎὯ ‰ÌÎὰ —ÌÎὫ 

 

と表される。ここで、生産関数は一次同次であると仮定すると、これは‌ ‰ — ρであ

ることを示唆する24。この制約条件を考慮すると、生産関数は 

 

ÌÎ
ώ

ὰ
ÌÎὃ ‌ÌÎ

Ὧ

ὰ
—ÌÎ
Ὣ

ὰ
 

 

と展開できる。 

以下では、内閣府の『都道府県別経済財政モデル・データベース』を用いて、地域ごと

に 1980年度から 2009年度までの 30年分のデータから上記の関係式を推計する。 

使用する指標は以下の通りである。 

 

ώ : 実質 GDP 

Ὧ : 民間資本ストック×稼働率指数25 

ὰ : 就業者数×労働時間指数26  

Ὣ : 社会資本ストック 

 

 

第 2項 実証モデル 

本稿では第 1 項で説明したモデルを基に、地域別の生産関数の実証分析を行う。実証分

析にあたっては各地域を都道府県の集合体として捉え、パネルデータとして扱う27。一般

にパネルデータを用いる理由には観察不可能な経済主体間の違いを固定効果として抽出す

ることが出来る点が挙げられるが、本稿においても地域区分における各都道府県の違いを

固定効果として抽出する狙いがある。 

分析にあたって以下の回帰式を推定するものとする。 

                                                      
24 Marrero( 2008)が定義した財政バランスのとれた均衡成長経路( Balanced Growth Path : BGP)の存在に
必要な条件である。 

25 稼働率指数に関しては『経済産業統計』より、1980年から 2009年までの製造工業における稼働率指数
を 100で除した値を用いる。この値は日本全体における値であり地域ごとの値ではないが、誤差項とし
て処理できるため、用いることとする。 

26 労働時間指数に関しては『毎月勤労統計』より、1980年から 2009年までの労働者数 30 人以上の企業
における総実労働時間指数を 100で除した値を用いる。この値は日本全体における値であり地域ごとの
値ではないが、誤差項として処理できるため、用いることとする。 

27 北海道に関しては複数の都道府県から構成されていないため、本稿においてはパネルデータではなく時
系列データとして扱うこととする。 
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ÌÎώὰ ὥ ὦÌÎὯὰ ὦÌÎὫὰ ό  
 

被説明変数には実質 GDP ώを労働投入量ὰで除したものの自然対数、説明変数には民間資

本ストックὯを労働投入量ὰで除したものの自然対数、社会資本ストックὫを労働投入量ὰで

除したものの自然対数を用いる。ここで示されているὭとは個体としての地域区分内の各都

道府県を表すものであり、ὸは時間を表すものである。όは都道府県Ὥのὸ時点における誤差

項である。ここで誤差項の構造はό ‘ ‡であると仮定する。‘は観察不可能な経済

主体独自の個別効果を表しており、‡は攪乱項である。また、年ごとに生じた共通の

ショックの効果を取り除くため、地域によって個別にいくつかのイヤーダミーを導入す

る。これにより、サンプル期間中に生じた経済全体に影響を与えた構造変化や景気循環な

どの影響をコントロールすることができる。 

推定は最小二乗法にて行い、回帰モデルに関してはプーリング回帰モデル、固定効果モ

デル、変量効果モデル、それぞれの推計を行い、統計検定によっていずれのモデルを採択

すべきかを判断する。手順としては、第一に、Breusch and Pagan検定を行い、プーリン

グ回帰モデルと変量効果モデルの比較を行う。第二に、Hausman検定を行い、固定効果モ

デルと変量効果モデルの比較を行う。これにより、各地域のパネルデータを用いた分析に

どのモデルが適切であるかを判断する。 

 

第 3項 分析結果 

 11の地域について実証分析を行った推定結果は以下の通りである。 

 

＜北海道＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは(１道しかないことから)回帰モデルを用いた。 

 

＜東北＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

  

係数 推定値 t値

定数項

観測数

πȢσπωφτωυᶻzᶻ

πȢπσυυπψυᶻzᶻ

ɻ

ɻ

ʃ πȢπωσψυωρᶻ
πȢχψυψωχυᶻzᶻ

2 πȢωψρς

σπ

τȢππ

τȢτρ

ρȢψπ

ρπȢφρ

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢσσσφφσψᶻzᶻ

ʃ πȢρρυψςσχᶻ

πȢφςψρχυτᶻzᶻ

2 πȢωψσρ

ɻ

ρψπ

υȢρπ

ρȢφω

ρφȢσς
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＜北関東＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

 

＜南関東＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは固定効果モデルを用いた。 

 

＜北陸＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは固定効果モデルを用いた。 

 

＜東海＞ 

 
 (注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

  

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢτσττχφχᶻzᶻɻ

ʃ πȢπωρσωςχᶻzᶻ

πȢυςπτφςψᶻzᶻ

2 πȢωχχφ

ρυπ

σȢχπ

ρπȢχχ

ρσȢψφ

係数 推定値 z値

5.20

2.35

定数項 7.25

観測数

πȢσωςρςπυᶻzᶻɻ

ʃ πȢρυπρπωφᶻz

πȢχψςτωσυᶻzᶻ

2 πȢωσππ

ρςπ

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢσψπωυπψᶻzᶻ

πȢπτχχτττᶻzᶻ

πȢπχυτφυωᶻz

πȢυψρρφχᶻzᶻ

2 πȢωχυω

ρςπ

—

—

ɻ ωȢςσ

ςȢπυ

φȢσπ

ρρȢςσ

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢτωφφψχφᶻzᶻ

πȢρρυχπωᶻ

πȢπςπσφτᶻz

πȢψχςςυρᶻzᶻ

2 πȢωψττ

—

—

ɻ

ρςπ

ρυȢωρ

ρȢψχ

ρȢψω

ρρȢυχ
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＜近畿＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

 

＜中国＞  

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

 

＜四国＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

 

＜北九州＞ 

 
(注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

  

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢρτωφυπφᶻzᶻ

πȢρυτρπσψᶻzᶻ

ɻ

ɻ

πȢρψχρπωχᶻzᶻ

ρȢρψτφυρᶻzᶻ

2 πȢωττυ

ρψπ

πȢπςσυσψψ—

—

σȢςυ

τȢτφ

σȢφπ

ρσȢχψ

ρȢππ

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢςυππχςᶻzᶻ

πȢπυτωψρσ

ɻ

ɻ

ʃ πȢρπςχχπςᶻ

πȢωψωσφσχᶻzᶻ

2 πȢωτσς

ρυπ

χȢτυ

πȢωσ

ρȢχσ

πȢωσ

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢτρχρρπρᶻzᶻɻ

ʃ πȢπψσωυωφᶻzᶻ

πȢσωρρςσυᶻzᶻ

2 πȢωτςφ
ρςπ

ρπȢτφ

ςȢψς

υȢσυ

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢρςχσωσυᶻɻ

ʃ πȢρωφχςψωᶻz

πȢωσςφφττᶻzᶻ

2 πȢωχπυ

ρςπ

ρȢφφ

ςȢρυ

φȢυυ
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＜南九州＞ 

 
 (注) *** は 1%基準、**は 5%基準、*は 10%基準で有意差があることを示す。 

モデルは変量効果モデルを用いた。 

 

ここで、北海道と近畿における‌は、1980年代と 10年以降で財政状況に変化が生じて

いると仮定し、ÌÎὯὰに 1980年代ダミーを掛け合わせたものを新たな説明変数として用いた

ものの係数である。また中国における‌は、ÌÎὯὰに 2001年のイヤーダミーを掛け合わせた

ものを新たな説明変数として用いたものの係数である。それぞれの地域の民間資本の産出

に関する弾力性‌は、ÌÎὯὰの係数である‌と‌を足し合わせたものとする。また、北陸、

東海、近畿における—に関しても同様に、ÌÎὫὰに 1980年代ダミーを掛け合わせたものを説

明変数として用いたものの係数であり、社会資本の産出に関する弾力性—は—と—を足し

合わせたものを用いる。 

以上の推定結果を基に、図表 5- 2に地域別の‌ 、‰ 、—、およびὃの推計値を示す28。 

 

図表 5- 2 各地域の産出に関する弾力性 

 
(出所)筆者作成 

第3節 家計および政府の制約条件 
 本節では Marrero( 2008)で示されている家計と政府の制約条件を同様に仮定し、各パラ

メータの値を推計する。 

 

第 1項 家計の制約条件 

 同質で無限に存続する家計が多数存在しており、彼らの資源を消費ὧと物的資本Ὥに配分

していると仮定する。また、企業の数と家計の数は同一であると仮定し、単一の商品は以

下に示す家計のCES型効用関数で評価される。 

                                                      
28 ὃの値については、推定式における定数項がÌÎὃに相当することから、各地域の定数項の推計値の対
数をはずした値をὃとみなす。 

係数 推定値 z値

定数項

観測数

πȢρψυρπςᶻzᶻɻ

ʃ πȢρυφσσςχᶻ

ρȢρρχτυφᶻzᶻ

2 πȢωφχπ

ρςπ

ςȢχρ

ρȢφυ

φȢψφ

0.4035086 0.5026323 0.0938591 0.7858975

0.3336638 0.5505125 0.1158237 0.6479853
0.4344767 0.4741306 0.0913927 0.5204628
0.3921205 0.4577699 0.1501096 0.7824935
0.3809508 0.495839 0.1232103 0.581167
0.4966876 0.3672394 0.136073 0.8722571
0.3037544 0.532675 0.1635709 1.184651
0.3050533 0.5921765 0.1027702 0.9893637
0.4171101 0.4989303 0.0839596 0.3911235
0.1273935 0.6758776 0.1967289 0.0173604
0.185102 0.6585653 0.1563327 0.9326644

‌ • — ὃ
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‍όὧ  

όὧ
ὧ

ρ
ρ
„

       „ πȟ   ‍ᶰ πȟρ 

 

ここで‍は割引因子であり、„は異時点間の代替の弾力性である。これらの値に関して

は、Marrero( 2008)で用いられている一般的な理論値を使用する29。 

次に、Ô ρ期の民間資本ストックとÔ期の民間資本ストックは、Ô期の新規投資Ὥを用いる

ことで、以下の式で表現できる。 

 
Ὧ ρ Ὧ‏ Ὥȟ ὸ πȟρȟỄ 

 

ここで、‏は民間資本の線形の減価償却率を表しており、‏について展開すると以下の式

が得られる。 

 

‏ ρ
Ὧ Ὥ

Ὧ
 

 

そこで、この式を用いて民間資本の減価償却率を算出した上で、直近の 2005 年度から

2009 年度までの平均値を、各地域における民間資本の減価償却率とする。なお、Ὥは民間

企業資本設備を表しており、ὯとὭは内閣府の『都道府県別経済財政モデル・データベー

ス』の値を使用する。 

 

第 2項 政府の制約条件 

 政府は各期の公共サービスの消費に資金提供するために GDPの一定割合を要求すること

から、以下の関係式が成り立つ。 

 
ὧ ‪ώ 

 

ここで、ὧは政府最終消費支出、‪は政府最終消費支出がGDPに占める割合を表す。 

 次に、Ô ρ期の社会資本ストックとÔ期の社会資本ストックは、Ô期の新規投資Ὥを用い

ることで、以下の式で表現できる。 

 

Ὣ Ὥ ρ ‏ Ὣ  ὸ πȟρȟỄ 

 

ここで‏は社会資本の線形の減耗率を表しており、第１項と同様に‏について展開する

と以下の式が得られる。 

 

‏ ρ
Ὣ Ὥ

Ὣ
 

 

 そこで、この式を用いて社会資本の減価償却率を算出した上で、直近の 2005 年度から

2009年度までの平均値を、各地域における民間資本の減価償却率とする。なおὭは公的固

                                                      
29 日本の資本市場に特有の事情がある可能性を鑑み、齋藤誠(2007)が推定した日本の資本市場における

CRRA型効用関数の推計値を参照したが、株式、土地、コールおよび三市場のいずれの市場において
も、 „ πȟ   ‍ᶰ πȟρを満たす値が得られていなかったため、本稿では一般的な理論値を適用すること
とした。 
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定資本形成を表しており、ὧ，Ὣ，Ὥは内閣府の『都道府県別経済財政モデル・データベー

ス』の値を使用する。 

また、以下の関係式から民間所得合計に課される比例税†がすべての公的支出への唯一

の資金調達手段であると仮定する。 

 
ὧ Ὥ †ώȟ  Ô πȟρȟỄ 

 

以上の制約条件から得られる地域ごとの値を用いて、第 5 節において最適な公共投資比

率を導出する。 

これらの関係式より推計されたパラメータの値は以下の通りである。 

 

図表 5- 3 各地域の家計および政府の制約に関する推計値 

 
(出所)筆者作成 

第4節 成長率の推計 
第 1項 財政バランスのとれた成長経路について 

 内生的経済成長モデルにおいて、定常状態の均衡は財政バランスのとれた均衡成長経路

( Balanced Growth Path : BGP)として表され、そこではώ，ὧ，Ὧ，Ὣが一定比率で成長
する。本稿では、その割合を成長率ɾとする。 

 さて、BGPにおいてὯ ，ώ ，ὧǶ ，ὧ の比率は一定となる。これより

Marrero( 2008)では、BGPに沿う競争均衡条件が導出され、BGPの存在を示す必要十分条件

が示されている。 

 しかし、前章第 3 節でも述べた通り、我が国は深刻な人口減少社会にあり、今後の公共

投資を考える上で人口減少という特殊事情を無視することはできない。国立社会保障・人

口問題研究所「日本の将来推計人口(平成 24 年 1 月推計)」によると、日本の総人口は

2010年の１億 2,806 万人から 2040年には 1 億 727万人に減少すると見込まれている。こ

のように人口減少が進行する中で定常状態を規定するのは、現実と理論モデルとの整合性

からして困難である。 

 そこで、本稿執筆時点で利用可能な最新の都道府県別の将来推計人口が示されている国

立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成 25 年 3 月推計)」におい

て、2040年までの人口推計が公表されていることから、2040年度までの人口変動を考慮に

入れて定常状態の分析を行う。 

0.03257231 0.00944608 0.26139191

0.05235069 0.01127634 0.17523303
0.04181558 0.01448283 0.17803867
0.06189396 0.02232467 0.14054605
0.04142435 0.01230471 0.19887026
0.06189396 0.04484312 0.13639862
0.05399562 0.01457723 0.17130776
0.04365691 0.01381366 0.21153445
0.04069605 0.00854147 0.26473924
0.05222358 0.01324575 0.21651511
0.05173914 0.01088404 0.26629073

‏‏ ‪
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 以下では、民間資本ストックと社会資本ストックの比率を表すὯに着目し、この資本比

率と人口成長率の関係から、ɾを求めることとする。具体的には、1980年度から 2009年度

までの資本比率の変化率と人口成長率の相関を導き、そこへ将来の人口成長率を代入して

将来の資本比率を求めてὯを推計し、それを後述するɾについての条件に代入する。 

 このように、人口成長率の今後の変動を分析上織り込むことで、人口減少社会における

公共投資のあり方を検討することができる。 

 

第 2項 資本比率の変化率と人口成長率の相関関係 

 本項では、過去の資本比率の変化率と人口成長率の相関を求める。 

まず、1980年度から 2009年度までの 5年ごと( 2005年度から 2009年度のみ 4年間)の民

間資本ストックと社会資本ストックの比率を求める。次に 5 年間ないし 4 年間の資本比率

の変化率を求め、それを年率換算する。例えば、1980年度、1985年度の資本比率をそれぞ

れὯὫ ，ὯὫ  とし、その 5 年間における年率換算した資本比率の変化率をὶ とする

と、 

 

ὶ
ὯὫ

ὯὫ
ρ 

 

となる。同様に、1980 年から 2009 年までの 5 年ないし 4 年ごとの人口の変化率を求め

る。1980 年、1985 年の人口をそれぞれὔ ，ὔ  とし、その間における年率換算した

人口成長率をά とすると、 

 

ά
ὔ

ὔ
ρ 

 

となる。 

 上記の方法により各地域別の ὶ，ά  ὸ ρωψυȟρωωπȟρωωυȟςπππȟςππυȟςππω を求め、

άを説明変数、ὶを被説明変数として、11地域のパネルデータ分析30を行う。 

推定式は 

 

ὶ ά･‫ ό  

 

となる。ここで示されているὭは各地域を表すものであり、ὸは上述のものと等しい。ま

た、όは地域Ὥのὸ時点における誤差項である。 

推定は最小二乗法にて行い、回帰モデルに関してはプーリング回帰モデル、固定効果モ

デル、変量効果モデルのうち Breusch and Pagan検定および Hausman検定を行って適切と

判別されたモデルを用いる。 

分析に用いるデータは次の通りである。すなわち、民間資本ストックと社会資本ストッ

クについては第 2 節と同様に内閣府の『都道府県別経済財政モデル・データベース』を用

い、人口については総務省の『人口推計』より都道府県別の「長期時系列データ」を用い

る。なお、この人口推計は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人

口」と整合的な統計である。 

分析の結果、予想される‫の符号は正である。なぜならば、社会資本ストックに関して

は人口の規模に関係なく公共投資が行われていると推察される一方で31、民間資本ストッ

                                                      
30 47 都道府県のパネルデータを用いることも可能であるが、11 地域でも十分なデータ数が得られること
から、各地域内の都道府県の資本ストック及び人口の合計値を基に、パネルデータを作成した。 
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クに関しては人口が多いもしくは人口が増えている状況下では民間企業が資本ストックを

備えつけて生産をするものの、人口が減少する状況下ではあまり民間企業が資本ストック

を備えつけようとしないと考えられるからである。 

分析結果は以下の通りである。 

 

ὶ πȢχυρτπυχά πȢπρρςπωψ 
( 1.92)     ( - 7.16)  

［0.055］   ［0.000］ 

Ｒ2=0. 0046、ｎ=66 

ただし、() 内は z値、［］内は p値。モデルは変量効果モデルを用いた。 

 

以上より、予想通り。‫の符号は正となり、有意であった32 

 

第 3項 将来の資本比率の推計 

本項では、前項で得られた推定結果を基にして、各地域別に将来の人口成長率から将来

の資本比率を求めてὯを推計する。 

 まず、各地域の将来の人口については、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域

別将来推計人口」を用いる。2040年の推計人口をὔ とし、これと前項で用いた 2009年

の推計人口ὔ より、その 31 年間における年率換算した予想人口成長率をά′とする
と、 

 

ά′
ὔ

ὔ
ρ 

 

となる。 

 次に、ここで得られたά′を前項で得られた推定式に代入し、資本比率の予想変化率ὶ′

を求める。このὶ′は、2009年度から 2040年度までの資本比率の予想変化率を年率換算し

たものであるため、2040 年度の資本比率をὯὫ とすると、前項で用いた 2009 年度の資

本比率ὯὫ より、 

 

ὯὫ ρ ά′ ὯὫ  

 

となる。 

 これにより、2040 年度における民間資本ストックと社会資本ストックの比率が求まる。

ここで、Ὧは資本比率に等しいことから、ここで得られた値をそのままὯとみなす33。 

  

                                                                                                                                                            
31 原則として公共サービスはすべての地域で一律に供給されるのに加えて、第 1章でも述べた通り過去の
日本の公共投資は景気対策や地域間所得再配分を重視して行われてきたため、人口規模との関係性は薄
いと考えられる。 

32 決定係数は 0. 0046 とさほど高くはないが、そもそも資本比率を人口成長率のみで説明できることは想
定しておらず、回帰係数の P値について 10%基準で有意差があることから、有意であるとみなした。 

33 2040 年以降の将来推計人口が存在しないというデータの制約から、2040 年までの人口の変化を考慮し
て定常状態を規定することとしたが、導出される最適な公共投資比率がそのまま 2040 年における最適
比率に相当するわけではなく、あくまでも定常状態における最適な公共投資比率である。 
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第 4項 成長率γの推計 

 次節では、BGPにおける最適な公共投資比率を求めるにあたってラムゼイ問題が示され

るが、そこで導出される最適な定常政策の条件のうち 2 つの式34を組み合わせると、政策ʌ

は以下の条件を満たす。 

 

‍ρ ρ  —ὃὯ ‏ ρ ‎  ( A)  

 

 したがって、第 2 節で得られた—，ὃ、第 3 節で得られた‍，„，‏， 、本節第 3 項で

得られたὯの値を代入することにより、定常状態における成長率‎が得られることになる。 

以上より、各地域のά，ὶ，Ὧ、および‎の推計値は図表 5- 4の通りである。 

 

図表 5- 4 地域別の成長率の推計結果 

 
(出所)筆者作成 

第5節 最適な公共投資比率の導出 
本節では、最適な公共投資政策が満たす条件を導出し、前節までに得られた各地域別の

パラメータの値を用いて、最適な公共投資比率を求める。 

セカンド・ベストの意味での最適な公共投資政策を求めるにあたって、以下のラムゼイ

問題を解くことにより、消費者の厚生を最大化する政策ʌの競争均衡配分が求まる。 

 

ÍÁØ ‍
ὧ

ρ
ρ
„

∞

，ÓÕÂÊÅÃÔ ÔÏ 

ὧ ‍ὧ ρ ‏ ‌ὃὯ Ὣ ρ †  

Ὣ †  ὃὯ Ὣ ρ ‏ Ὣ 

ρ †ὃὯ Ὣ ὧ Ὧ ρ  Ὧ‏
 

 これをラグランジュ乗数の技術を用いて解いた最適条件35に、BGPにおける条件36を加え

ることで、最適な定常政策の条件37が導出される。さらに、このうち社会資本の蓄積に関

                                                      
34 補論の最適条件( b- 1)および( b- 4)を参照されたい。 
35 補論の最適条件( a)を参照されたい。 
36 ώ，ὧ，Ὧ，Ὣが一定比率‎で成長し、3つのラグランジュ乗数が定数になることである。 
37 補論の最適条件( b)を参照されたい。 

-0.00888 -0.01788 0.389594 0.022027

-0.01005 -0.01876 0.655041 0.050227
-0.00713 -0.01656 1.115253 0.055285
-0.00293 -0.01341 1.896559 0.20367
-0.00815 -0.01733 0.733901 0.053952
-0.00478 -0.0148 1.515994 0.159326
-0.00576 -0.01554 1.29063 0.232228
-0.00735 -0.01673 0.973053 0.089319
-0.00969 -0.01849 0.700311 0.023005
-0.00614 -0.01583 0.915132 0.042786
-0.00584 -0.01559 0.595671 0.079531
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する等式38から得られる式に前節で用いた( A)式を代入することで、最適な定常公共投資政

策ὼが満たす以下の式が導出される。 

 

ὼ ‍—ρ ‪
‎ ‏

ρ ‎ ‍ρ ‏
 

 

したがって、第 2節で得られた—、第 3節で得られた‍，„，‏，‪、本節第 4項で得られ

た‎の値を代入することにより、最適な定常公共投資政策ὼ、すなわち GDPに対する最適

な公共投資比率を求めることができる。 

 

以上より、各地域と日本全国の最適な公共投資比率および現状の実測比率との乖離は図

表 5- 5の通りである39。 

 

図表 5- 5 地域別の最適な公共投資比率 

 
(出所)筆者作成 

 

 このように、各地域におけるセカンド・ベストの意味での最適な公共投資を実現するた

めには、南関東・東海・近畿・北九州という大都市圏を含む 4 地域で現状よりも多くの公

共投資を行い、残りの 7 地域で現状よりも公共投資を少なくする必要があることがわかっ

た。また、ここで得られた各地域の最適比率を基に算出した日本全国での最適比率は

5.39%となった40。この比率を第 1章の図 1- 2で示した図と照らし合わせると、2000年の公

共投資の水準に相当することがわかる。 

したがって我が国における公共投資は、資源配分の観点から経済学的に望ましい公共投

資比率と比較すると、1990 年代の水準は過大であった一方で、政府が「国民経済に見合っ

た適正な水準」を目指した結果として減少傾向をたどった 2000年代以降は、むしろ過小で

あったと言える。さらに、そのように日本全体の公共投資は過小であったのにもかかわら

                                                      
38 補論の最適条件( b- 6)を参照されたい 
39 実測比率は内閣府の『都道府県別経済財政モデル・データベース』における 2009 年度の公的固定資本
形成の対実質 GDP比率を表したものである。なお、全国の実測比率はそこで得られた各地域の実質 GDP
の合計に対する公的固定資本形成の合計の比率であり、国民経済計算におけるそれとは必ずしも一致し
ない。 

40 定常状態における GDPの水準を求めることはできないため、ここでは 2009年度における実質 GDPに対
する最適な公共投資比率を求めている。 

3.37% 7.74% -4.37%

4.68% 5.32% -0.65%
3.75% 4.37% -0.62%
6.00% 2.35% 3.65%
4.86% 6.30% -1.44%
5.96% 3.20% 2.76%
6.10% 3.18% 2.92%
3.93% 5.02% -1.09%
2.96% 5.28% -2.32%
5.94% 5.10% 0.83%
5.51% 7.38% -1.87%

5.39% 3.87% 1.52%
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ず、29道県を含む 7 地域で最適比率よりも過大な公共投資が行われていたことになる。つ

まり、公共投資の全体量とその地域間配分、双方ともに経済学的に非効率な政策が行われ

てきたと言える。 
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第6章  政策提言 

 前章では、本稿における問題意識に従って、資源配分の観点から経済学的に望ましい公

共投資の対 GDP比率を地域別に導出した。本章では、そこで得られた分析結果を基にして、

いかにして最適な公共投資比率を実現するかという観点から、政策提言を行う。具体的に

は、前章で分析対象とした 11地域ごとに、公共投資事業の選定、策定、実行を担う広域組

織を創設することを提唱する。 

第1節 新しい公共投資のプロセス 
第 1項 広域組織の必要性 

前章の分析結果により導出された地域別の最適公共投資比率を実現するため、我々は地

方自治体主導による公共投資を目的とした「広域組織」を新たに設けることを提言する。

ここで言う広域組織とは、国の省庁の縦割りを排除して地方支分部局の権限を移譲し、そ

の受け皿としての複数の都道府県からなる広域組織のことを指す41。この組織は各地方自

治体から選出される代表者42で構成されるものとする。以下では、新設する広域組織に公

共投資を行う上でどのような意義があるかについて述べる。 

1点目として、現状で各省庁が所管している公共投資事業を一括して広域組織の管轄に

改めることで、縦割り行政による重複投資の回避や事業策定手続きの簡素化が期待され

る。すなわち、現状において各省庁で定められた補助金および交付金が地方自治体に分配

されていることにより、公共投資事業全体の規模を見渡しづらい問題点を解消することが

できる。一方で、広域組織を創設しない場合、中央省庁の縦割り行政が解消されない限り

は国直轄事業の問題点が解消される見込みが薄いため、広域組織の創設の必要性は大き

い。 

2点目として、地方自治体の集合体としての広域組織を創設することにより、各省庁が

地方自治体のヒアリングを行って公共投資の計画を策定する現状のプロセスに比べて、地

方行政のニーズを把握しやすくなる。昨今、地方自治体には地域経済の活性化や地域住民

の生活の向上に向けた取り組みが求められており、これは公共投資事業においても同様で

ある。個別の事業の必要性や優先順位を判断する際には、その事業が実施される地域の雇

用情勢や産業構造、住民のニーズといった地域固有の事情を考慮する必要があり、公共投

資を実施する主体にはこうした事情の熟知が求められる。その意味でも、社会資本整備に

おいては地方自治体が主導していくことが重要である。そのための手段として、広域組織

を創設する必要性があると言える。なお、広域組織を創設せずに都道府県が主体となって

事業を行う場合、各自治体間の財政調整が困難となり、結局のところ国または国の出先機

関が実質的に公共投資事業の選定を行う現状を解消することはできない。 

                                                      
41 複数の都道府県による任意の集合体としてのいわゆる「広域連合」とは同義でない。 
42 広域組織を構成する代表者とは、原則として各都道府県の知事またはそれに準ずる者と公共投資事業の
担当責任者のことを指し、そのほか地域の実情に応じて基礎自治体(市町村)の首長あるいは公共投資事
業に関わる者を含むものとする。 
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このように、最適な公共投資比率の実現に向けて現状の公共投資政策の問題点を解消す

るためには、現状を打開できるような広域組織の創設が欠かせない。さらに、我が国にお

いては深刻な人口減少により、今後多くの基礎自治体が消滅することが予測されている
43。こうした社会的背景に伴い、公共施設の統廃合や多機能化の推進など地方自治体の枠

組みを超えた広域的な社会資本整備が今後求められることからも、広域組織の果たす役割

は大きいと考えられる。 

 

第 2項 新しい公共投資の事業区分 

本項では、広域組織の創設に伴い、公共投資事業をどのように変更するかについて説明

する。 

1点目として、公共投資事業のうち国が事業主体となっている国直轄事業を原則として廃

止し4445、広域組織が国に代わって同事業を所管する「広域組織主体事業」とする。各省庁

の所管事業ごとに行われている国直轄事業が廃止され、それらを一括して広域組織が所管

する形になる。また、財源はすべて国負担分（後述する「公共投資財源一括分配金」）で

賄う。 

2点目として、地方自治体が事業主体となっている補助事業および単独事業についてはそ

の区分を撤廃し、「自治体主体事業」として統合する。第2章で述べたように、現状の補助

事業と単独事業の財源は、いずれも国と地方自治体の双方からの財源が複雑に混じり合っ

た状態になっている。そこで、図表6- 1のように補助事業と単独事業を統合し、財源のうち

国負担分（後述する「公共投資財源一括分配金」）と地方負担分（広域組織内で調達する

財源）を明確化することで、公共投資事業における国と地方の複雑な財源負担の構造を解

消することができる。 

 

図表6- 1 広域組織移行前後の公共投資事業区分と財源負担の内訳の変化 

 
(出所)筆者作成 

                                                      
43 日本創成会議・人口減少問題検討分科会「人口再生産力に着目した市区町村別将来推計人口につい
て」、2014年 

44 かつては国直轄事業にふさわしい全体に便益が及ぶ社会資本整備が必要だった時代もあったものの、今
日においてはその必要性は著しく低くなっている。今後、整備や維持補修が必要な社会資本の便益は地
域に限定的なものが多く、国直轄事業で営む必要性は低いと考えられる。また、きちんと財源が確保さ
れれば、国直轄事業を廃止することで社会資本整備に支障をきたす可能性は低いと考えられる。 

45 本稿におけるモデル分析では、通常考えうる災害復旧に係る社会資本整備についても資本の減価償却率
によって考慮をしているが、大地震など突発的な全国規模での大災害が発生した場合には、例外として
国直轄事業を行う可能性も考えられる。 
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第 3項 広域組織に対する公共投資財源の分配 

 前項で述べたように、我々は国直轄事業を廃止して広域組織主体事業とし、地方自治体

の補助事業と単独事業を統合して自治体主体事業とする新しい事業区分を提言する。本項

では、それぞれの事業の財源のうち、国負担分について説明する。 

まず、現状の国直轄事業の国負担金および国の地方自治体に対する国庫支出金と、一般

財源のうち公共投資に相当する財源を、すべて広域組織に付与するための財源とする。す

なわち、先ほどの図表 6- 1において赤色で示されている部分を指す。これを「公共投資財

源一括分配金」として、国から広域組織へ分配する。 

この分配金の 11地域への配分割合は、最適な公共投資比率に応じて比例させる46。すな

わち、国から広域組織に対して配分する財源を 100とした場合、以下の図 6- 2に示す財源

分配を行うことになる47。 

 

図 6- 2 各地方別広域組織への財源配分比率 

 
(出所)筆者作成 

 

 これにより、現状で最適比率よりも過大に公共投資が行われている地域と過小に公共投

資が行われている地域との間で、その関係が逆転する財源配分を行うことができ、各地域

における最適な公共投資比率の実現に寄与すると考えられる。 

 ところで、我が国における公共投資のすべてが直接的あるいは間接的に国の財源によっ

て賄われているわけではなく、地方自治体の国直轄事業負担金と補助事業負担金、単独事

業の財源のうち、一般財源を除く地方自治体独自の歳入分による公共投資は、従来通り地

方自治体の負担で賄う必要がある。そのため、国から広域組織に配分する公共投資財源だ

けではなく、広域組織内でも公共投資のための財源を調達する必要がある。そこで、次項

では広域組織における財源調達の方法について説明する。 

 

第 4項 広域組織における財源調達方法 

 前節でも述べた通り、広域組織内で公共投資の自治体主体事業を実行するにあたって、

国からの「公共投資財源一括分配金」以外の財源が必要になる。ただし、従来地方自治体

が行ってきた補助事業および単独事業のうち、地方自治体独自の財源で賄われてきた分に

関しては、ある程度従来通り自治体が負担することが望まれる。したがって、地域によっ

てその割合は異なるが、従来自治体が実質的に負担してきた割合に応じて、「地方自治体

負担金」を設ける48。 

その上で、とりわけ最適な公共投資比率よりも現状で公共投資が過小な地域において

は、「地方自治体負担金」のみで公共投資の増加分を賄うことは難しい。そのため、国は

各広域自治体が最適比率を実現するために、公共投資の財源を確保するために徴税権を付

与することを提唱する。これは、社会的厚生の最大化のために従来よりも公共投資を増や

す地域において、最終的に便益を受けるのはその地域で活動する住民および企業であり、

彼らに費用負担をさせることが妥当であると考えたためである。 

                                                      
46 ここでは、あくまでも最適な公共投資比率をそのまま比にとっており、各地域の GDPの大きさは考慮し
ていない。GDPの大きさを加味して最適な公共投資の実額ベースでの比例分配を行った場合、あまりに
も都市圏に偏った配分となり、公共投資における所得再分配機能を軽視しすぎてしまう懸念から、この
システムを用いることとした。 

47 公共投資事業の工事の進捗状況等により、短期的な要因で財源配分が変動することは妨げない。 
48 これに対して地方自治体に負担を強いるべきではないという批判がありうるが、これは広域組織で選定
および策定をした上で、地方自治体が主体となって行う事業に対する負担金であるため、国によって選
定が行われてきた事業における従来の国直轄事業負担金や補助事業負担金とは性質が異なる点に留意さ
れたい。 

6.4 8.8 7.1 11.3 9.2 11.2 11.5 7.4 5.6 11.2 10.4
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 しかしながら、従来の国、都道府県、市町村の枠組みを維持したうえで、広域組織に税

源を移譲することは非常に難しい。もちろん、特に従来の地方自治体の補助事業のうち、

公共投資に該当する一般財源分は「公共投資財源一括分配金」として広域組織のための財

源に再編されるため、事実上の税源移譲が行われるのは事実である。しかし、公共投資を

増やすための財源として現存する税源をさらに広域組織に移譲することは、未曽有の規模

に達する政府債務残高を抱え、厳しい財政制約に直面する現状においてはあまり現実的で

はないと考えられる。 

 そこで、我々は広域組織に対して新たな徴税権を付与することを提言する。具体的に

は、社会資本を利用する地域内の住民および企業に費用負担をさせるという観点から、土

地に対する固定資産税を導入することとする。なぜならば、固定資産税は一定の条件下に

おいて「望ましい地方税」であるからである。一定の条件とは、課税ベースが土地のみで

あることと、土地への課税評価額が市場価格を適切に反映して定められていることの 2点

である49。この固定資産税は、現状では市町村税として課税されているものの、国および

都道府県の財源にはなっておらず、便益がその土地に帰着する公共投資のための財源とし

て新たに導入する税にふさわしいと言える。 

各広域組織は、この固定資産税の徴税権をもち、その税率を自由に変更できるものとす

る。これにより、最適な公共投資比率の実現のために必要な財源を確保することが可能に

なる。 

 

第 5項 公共投資の実行過程における広域組織の位置づけ 

本項では、以上のように広域組織の創設、公共投資の事業区分の変更、国から広域組織

に対する公共投資財源の分配および財源確保のための税源付与を行うことで、公共投資の

実行過程において広域組織がどのように位置づけられるかについて述べる。 

 まず、広域組織の創設による公共投資事業の決定プロセスの変更点について述べる。な

お、ここでは第 2章と同様に、国土交通省が所管する公共投資事業を例にとって説明す

る。 

現行制度下では、地方自治体からの公共投資の財源に関する要望は、国土交通省と国の

出先機関である地方整備局によってヒアリングされ、その後財務省へ予算が要求される形

となっている。これに対して広域組織の創設後は、国から直接、広域組織に対して一括し

て「公共投資財源一括分配金」を分配する。その上で、広域組織が協議によって広域組織

主体事業に必要な事業を選定し、その策定・実行を行うと同時に、各地方自治体からのヒ

アリングを行った上で、自治体主体事業の事業策定を行い、財源の一部を負担する。 

その結果、政策導入前後の決定プロセスは図表 6- 3のように変化する。 

 

図表6- 3 広域組織の創設による公共投資事業の決定プロセスの変化 

 
(出所)筆者作成 

 

                                                      
49 佐藤主光(2011)『地方税改革の経済学』 



ISFJ政策フォーラム 2014発表論文 

40 

このように、公共投資事業の選定、策定を行う広域組織の直下に地方自治体が存在する

ことから、その意見と要望が従来のプロセスに比べてより汲み取られやすくなる。また、

図表6- 3中の各組織の色分け(国が橙色、地方が緑色)からもわかるように、公共投資の決定

プロセスが従来に比べてより地方主体になっていると言える。 

 

第 6項 公共投資の評価システムの導入 

 前項までは、最適な公共投資比率の実現のために国が地方に対して行う環境整備として

の政策を述べた。本項では、さらに実際に各地域において最適な公共投資比率が実現され

るように、国による公共投資の評価システムを導入することを提言する。 

具体的には、各年度の GDPに対して最適な公共投資が実現されているかをチェックする

監査機関を設立する。当機関は、財務省など政府関係者のほか、経済学者をはじめとする

有識者によって構成し、広域組織や地方自治体との利害関係のない第三者機関とする。 

現状で最適比率よりも過小に公共投資が行われている地域においては、公共投資を最適

比率にまで増やせなくとも特段に罰則を与えるほどの事情はないため、公共投資が過小で

あることを勧告し、改善を促す程度にとどめる。一方で、現状で最適比率よりも過大に公

共投資が行われている地域において従来のように過大な公共投資が行われている場合に

は、その過剰比率に応じて当該地域に対する国からの分配金を減額する。このように公共

投資事業の削減に対するインセンティブを設けることで、最適な公共投資比率が実現され

るような制度を構築する。 

第2節 政策の実行可能性とその効果 
第 1項 広域組織創設の動き 

 本項では、前節までに提言した広域組織の設置における実行可能性について説明する。 

まず現状で、複数の地方自治体が行政サービスの一部を共同で行うことを目的として設

置する組織として「広域連合」の設置や構想がなされている点を指摘する。したがって、

地方自治体が都道府県の枠組みを超えて広域的な組織を設置することは理論上可能であ

る。また、第 2章で言及したように、例えば国土交通省の所管する公共投資事業に関する

計画・実行を行う出先機関として、9つの地域に地方整備局が設置されているほか、農林

水産省における地方農政局など地方支分部局が存在している。このことから、我々が提言

する都道府県の枠組みを超えた広域組織において、公共投資事業の計画、実行を行うこと

は実行主体としての組織の大きさや実効性の観点から、十分に可能であると言える。 

 ところで、現存する広域連合のうち、都道府県をまたぐ形で設置されているのは近畿地

方における関西広域連合のみである。他地域においては、その必要性の提唱や計画が繰り

返しなされている地域もあるものの、設置にまで踏み込まれていないのが現状である。 

 このように近畿地方以外での広がりが見られない背景には、広域連合の権限に限界があ

ることが挙げられる。具体的には、国や都道府県から直接に権限の移譲が受けられないこ

と、広域連合で計画した事業の実効性を法的に担保する制度がないことなどである50。一

方で、我々が提言する広域組織においては、前節までに説明したように徴税権や公共投資

事業の計画だけでなくその実効性を担保させることから、現状における広域連合の設置に

関する弊害を取り除くことができる。このことから、広域組織を創設することに対する実

行可能性は十分にあると言える。 

  

                                                      
50 東京都後期高齢者医療広域連合オフィシャルサイト、 

http://www.tokyo - ikiiki.net/rengou/seido.php 、2014/11/4 閲覧 
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第 2項 公共投資が過大な地域における社会資本整備 

 本項では、公共投資が現状において過大である 29道県を含む 7地域について、今後公共

投資を減らしていくことの実行可能性とその効果について述べる。 

 まず、単純に公共投資を減らすことは、国および地方自治体でここ十数年著しく悪化し

ている財政状況からみて、プラスにはたらくことである。したがって、地方自治体には財

政支出を減らすインセンティブがあり、公共投資財源についても同じことが言える。この

ことから、地方自治体の集合体としての広域組織において、公共投資を現状よりも減らす

ことは難しいことではないと考えられる。 

 次に、公共投資を減らすことで得られる効果について説明する。最適な公共投資比率が

実現されれば、言うまでもなく当該地域における社会厚生が最大化される。逆に言えば、

現状のように最適比率を超える公共投資をすればするほど、それだけ歳出が増加するのに

もかかわらず社会厚生が減っていくことになる。要するに、地域内にある限られた資源を

過度に公共投資することで民間消費が抑制されることにつながり、ひいては社会厚生を低

下させるのである。こうした状況を改めることで、地域内の住民の便益は非常に大きなも

のになると言える。 

また、今後人口が減少していくことから、地域内での社会資本の利用率も低下していく

ため、必ずしも従来と同程度の社会資本整備が必要なわけではない。 

以上のことから、公共投資が過大な地域において公共投資を減らしていくことは十分に

可能であり、かつ効果も大きいと考えられる。 

 

第 3項 公共投資が過小な地域における社会資本整備 

本項では、公共投資が現状において過小である 18都府県を含む 4地域について、今後公

共投資を増やしていくことの実行可能性について述べる。 

まず広域組織が公共投資を増やすことができるかという観点について述べる。広域組織

は、土地に対する固定資産税が徴税権として与えられることから、住民や企業に費用負担

をさせることで公共投資を増やすことができる。ここで重要なのは、固定資産税として徴

税された税金は、最終的には住民に公共サービスとして還元されるという点である。すな

わち、社会厚生を最大化するための施策としての受益者負担は正当化されるべきである。 

しかしながら、それでもやはり税財源のみでは不足分を補填しきれないのではないかと

いう懸念がある。これに対して、近年では公共投資額を削減したうえでより上質なサービ

スを提供するPFI事業が実施、促進されており、これにより公共投資の増加分を減らすこ

とができると考えられる。「PFI（Private Finance Initiative ）」とは、民間資金の活用

によって、公共施設等の建設、維持管理、運営等を同一水準でより安くするか、あるいは

同一価格でより上質なサービスを提供する手法のことである。PFI には、従来の公共事業

手法と比べてPFI手法を利用することでどれほどの財源を削減できたのかを示す「VFM

（Value For Money）」という概念があり、過去 14年間で約 7954億円の効果を生み出して

いる。PFIの導入以降、総額で 4兆 2819億円のPFI事業が行われており、PFI事業を行え

ば通常の公共投資の事業手法と比べて 15％ほどの費用を削減できると言える。 

この PFIに関しては、藤波(2014)において自主財源の乏しい自治体ではPFIへの取り組

みが見られず、資金力のない地方自治体において民間資金を活用することで効率的に公共

サービスを提供するという PFI本来の目標が果たされていないという問題点が指摘されて

いる。これに対して、広域組織の自治体主体事業においては、PFI 事業がより促進される

ことが期待される。なぜならば、各地方自治体のPFI事業に関する専門知識が集約され、

類似案件については共同事業化が行われることで、地方自治体の財政的不安が解消され、

より効率的に事業を実施できるようになるからである。したがって、広域組織の公共投資

においてはPFIの活用が促進され、それにより公共投資を増やしていくうえでの財源上の

障壁が減ると考えられる。 
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図表 6- 4 VFMの仕組み 

 
（出所）内閣府「PFI事業導入の手引き」より筆者作成 

 

また、そもそも各地域の最適な公共投資の水準を全国合計でみた場合に、それが過去十

数年において一度も行われてこなかった公共投資の水準ではなく、2000年水準であること

を前章で言及した。したがって、最適な公共投資比率を実現するために増やす必要のある

公共投資量は、我が国において非現実的な水準ではないと言える。 

 次に、社会資本整備の観点からの実行可能性について述べる。公共投資を増やすことに

対しては、公共投資の絶対量に執着してしまうと質の悪い、すなわち地域内の住民や企業

にとって必要のない無駄な社会資本整備がなされてしまうのではないかという批判があり

うる。もちろん、無駄な投資をしないことは言うまでもなく貫かねばならないことであ

る。しかしながら今後増やしていく公共投資は、必ずしも新規投資である必要はないこと

を念頭に置いて議論しなければならない。つまり、今後の我が国の公共投資を考えるにあ

たっては、高度経済成長期の前後に急速に整備され、今まさに老朽化を迎えつつある社会

資本の維持と更新を行う必要があるということである51。 

 最後に、公共投資を増やすことで得られる効果について説明する。繰り返しになるが、

最適な公共投資比率が実現されれば当該地域における社会厚生が最大化される。現状で最

適比率が過小な地域においては、公共投資を増やした分だけ社会厚生が増えていくにな

る。したがって、地域内の住民の便益という観点から、社会厚生の最大化に近づけるため

に公共投資が増加することは十分な効果があると言える。 

以上のことから、公共投資が過小な地域においても公共投資を増やしていくことは十分

に可能であり、かつ効果も大きいと考えられる。 

  

                                                      
51 なお、このことは地方圏においても同様ではないかという批判がありうるが、地方圏においては前項で
も述べたように急速な人口減少社会にあるためむしろ社会資本の「選択と集中」を行わなければならな
いのであって、そのために公共投資を減らす方針を全面的に掲げることには意義があると言える。 
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おわりに 

 本稿では、地域別のモデル分析によって、資源配分の観点から我が国における経済学的

に望ましい公共投資の水準と地域間配分についての研究を行った。またその結果を基に、

広域組織の創設、公共投資の事業区分の変更、国から広域組織に対する公共投資財源の分

配と独自財源確保のための固定資産税の税源付与、監督機関の設立による公共投資の評価

システムの導入を提唱した。 

一連の政策に関して実現可能性の検証はしたものの、これらの政策が今後の実際の政治

の場においてとられる動きは現時点ではない。そこには、大きく 2 つの政治的な要因があ

ると考えられる。 

1 つは、我が国の政治選択において経済学的なアプローチがあまり重視されていない点

である。我々は、過去の公共投資政策が経済学的な根拠に基づいてこなかったことに問題

意識を置き、最適な公共投資政策の実現を目指して分析を行うに至った。ところが、現実

には公共投資に関わらず、政治において経済学的な根拠が最優先事項とされることは少な

い。もちろん、現実社会と照らし合わせたときに経済学の理論が必ずしも正しいとは限ら

ず、現実の政策がすべて経済理論に基づいて行われるというのは現実的には難しい。ま

た、例えば財政学や公共経済学の観点からは消費税増税が望ましいとしても、実際の政治

では国民感情などを汲み取る必要があり、経済学的に正しいからという理由だけで政策を

実行していくことは難しい。しかしながら、本稿における公共投資の分析のように最終的

にその便益を我々自身が受けとる政策に関して、その政策効果を測る手段として経済学を

利用しそれを政策に反映させていくという過程が、もう少し重視されてもよいのではない

だろうか。 

もちろん、政策策定の過程において経済学的なアプローチを行うことがなぜ我々国民に

とって望ましいのか、政治家が国民に対して説明する責任およびマスコミや有識者が伝え

ていく必要性は生じるであろう。しかし、むしろそれらを通じて国民自身が直感的な感情

などではなく、享受する便益の観点から政策の効果を見極めていくことが本来あるべき政

治選択のあり方であり、我が国において今後そのような「国民主権」の政治が行われてい

くことを望む。 

もう 1 つは、これまで我が国において「地方主権」が唱えられてきながらも、依然とし

て国主体の政治運営が継続されている点である。公共投資による社会資本整備をはじめと

した政策においては、その便益を受ける住民や企業のニーズを汲み取る主体として、国よ

りも地方のほうが望ましいことは言うまでもない。しかしながら、国があらゆる事業に関

する権限を握り、地方自治体がその下に位置づけられる現行の体制下では、本稿で提唱し

たような地方主体の政策運営が行われることは難しい。各地域に住む住民や企業が受け取

る便益に応じて、その地域の政治主体、すなわち広域組織や地方自治体が事業を策定して

いくような流れから、真の意味での「地方主権」が行われていくことを願って止まない。 
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補論 最適条件の導出 

ラグランジュの型式におけるラムゼイの問題は、以下の通りである。 

 

ÍÁØ ‍

ừ
Ử
Ừ

Ử
ứὧ

ρ
ρ
„

‗ Ã ‍ὧ ρ ‏  Ὢ ὸ ρ ρ †

‗ Ὣ †  Ὂὸ ρ ‏ Ὣ  

‗ ὧ Ὧ ρ Ὧ‏ ρ †Ὂὸ ữ
Ử
Ữ

Ử
ử

∞

 

 

ただし、Ὂὸおよび Æὸは本稿で用いた生産関数52のことであり、Ὢ ὸはÆὸのËに関する

一階の導関数を意味する。また、‗  ί ρȟςȟσはラグランジュ乗数である。 

ここで、‗ ，‗ ，‗ ，ό ὸ とすると、最適条件は以下の通りと

なる。 

 

最適条件( a)  

†： ‌‗ ‗ ‗ π； 

ὧ：ρ
ρ

„

‗

ὧ
‗

ρ

„

‗

ὧ
ρ ‏  Ὢ ὸρ † π； 

Ὧ ：‍‗ό ὸρ † Ὧ
ЋὪ ὸ ρ

ЋË
‗ ‍‗ ό ὸ†  Ὂ ὸ ρ

‍‗ ό ὸρ ‏ ρ † ό ὸὊ ὸ ρ π； 

Ὣ ：‍‗ό ὸρ † Ὧ
ЋὪὸ ρ

ЋÇ
‗

‍‗ ό ὸ †  Ὂ ὸ ρ ρ ‏

‍‗ ό ὸρ † Ὂ ὸ ρ π； 

‗：ὧ ‍ὧ ρ ‏ Ὢ ὸ ρ ρ † π； 

‗ ：Ὣ †  Ὂὸ ρ ‏ Ὣ π； 

‗ ：ὧ Ὧ ρ Ὧ‏ ρ †Ὂὸ π 

 

 ここで、BGPにおける条件を考慮すると、最適条件は以下の 7つの式に集約される。 

なお、BGPに沿ったÔの添字は省略する。 

  

                                                      
52 より正確に言えば、Æὸが本稿第 5 章第 2 節で定義したコブ=ダグラス型の生産関数であり、&ὸはÆὸ
のうち民間資本ストックおよび就業者数に稼働率指数および労働時間指数を乗じていないものである。 
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最適条件( b)  

†：‗ ‗ ‌‗； ( b- 1)  

Ã：ρ ‗ ρ ‎ ‗ ‗ ρ ‏  Ὢ ρ † π； ( b- 2)  

Ë：‍‗ό ρ † ‌Ὂ Ὢ ‗ ‍‗ό †  Ὂ 

                               ‍‗ ό ‗ ρ ‏ ρ †ό & π； ( b- 3)  

Ὣ：‍‗ό ρ †‌Ὂ ‗ ‍‗ό †  Ὂ ρ ‏ ‍‗ό ρ †Ὂ π； ( b- 4)  

‗：ρ ‍ό ρ ‏ Ὢ ρ † π； ( b- 5)  

‗ ：‎ ‏ †   π； ( b- 6)  

‗ ： ‎ ‏ ρ † π ( b- 7)   
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